
平内町農業用ドローン操縦資格取得費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、町内における農業用ドローンの活用を促進することにより農薬・肥

料散布等の負担軽減や生産性向上、さらには人手不足問題の解消を図るため、農業用ドロー

ンの操縦資格を取得する者に対し予算の範囲内において平内町農業用ドローン操縦資格取得

費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、平内町補

助金交付規則（平成１３年１１月１５日規則第１６号）に定めるもののほか、この要綱に定

めるところによる。

（補助対象者）

第２条 この補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する農業者とする。

（１） 町内に住所を有する認定農業者・認定新規就農者またはその専従者、雇用人であり、

資格取得後５年間は町内で農業に従事するもの。ただし、事業所等の法人は除く。

（２） 町内に農地を所有している又は町内の農地を借受けていること。また、専従者、雇用

人においては雇用主が町内に農地を所有している又は町内の農地を借受けていること。

（３） 平内地域病害虫防除実施協議会の事業に協力できるもの。ただし畑作農家の場合はそ

の限りではない。

（４） 町税の滞納がないこと。

（補助事業）

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、ドローン操縦資格

の新規取得とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるドローン操縦資格取得は補助事業の対象外とする。

（１） 補助金申請時においてすでに資格取得済のもの。

（２） 取得後のドローン利用目的が農業用以外であるもの。

（補助対象経費等）

第４条 補助の対象となる経費は、農業用ドローン操縦資格取得費に直接要した経費（入学金、

教材費、教習料、検定料、諸手続等資格の取得に係る費用をいう。）ただし、次に掲げる経費

を除くものとする。

（１） 資格更新料、資格再取得費

（２） 資格取得に係る交通費

（補助額）

第５条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１に相当する額（１，０００円未満の端数が生

じたときは、これを切り捨てた額）とする。ただし、１２万円を上限とする。

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助対象者」という。）は、平内町農業用

ドローン操縦資格取得費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に

申請しなければならない。

（１） 事業計画書及び収支予算書（様式第２号）

（２） 受講機関等の受講費用の見積書（内訳がわかるもの）

（３） 町税の納税証明書又は滞納確認のための同意書

（４） その他町長が必要と認める書類

２ 前項の申請は、一人につき１回限りとする。



（補助金の交付決定等）

第７条 町長は前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る内容を審査し、適当と

認めたときは、平内町農業用ドローン操縦資格取得費補助金交付決定通知書（様式第３号）に

より当該補助対象者へ通知するものとする。

２ 町長は、前項の規定による補助金の交付決定及び第９条の補助事業の変更の承認について

条件を付けることができる。

（補助金の交付）

第８条 前条による補助金の交付決定を受けた補助対象者は、平内町農業用ドローン操縦資格

取得費補助金請求書（様式第４号）により町長に補助金を請求するものとする。

２ 町長は、前項の請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。

（補助事業の変更）

第９条 補助対象者は、補助金の交付決定を受けた当該補助事業について、事業内容の変更又

は事業を中止するときは、平内町農業用ドローン操縦資格取得費補助金変更申請書（様式第５

号）を町長へ提出し、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。

２ 町長は、前項の規定による提出があったときは、当該申請に係る内容を審査し、適当と認

めたときは、平内町農業用ドローン操縦資格取得費補助金変更交付決定通知書（様式第６号）

により当該補助対象者へ通知するものとする。

（実績報告）

第１０条 補助対象者は、当該補助事業が完了したときは、その完了の日から起算して３０日

以内に、平内町農業用ドローン操縦資格取得費補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる

書類を添えて、町長に提出しなければならない。

（１） 事業実績及び収支精算報告書（様式第８号）

（２） ドローン操縦資格取得に要した費用の領収書の写し

（３） その他町長が必要と認める書類

２ 前項とは別に補助対象者は資格取得を証する書類の交付を受けたときには、認定証の写し

をすみやかに町長に提出しなければならない。

３ 補助対象者は、当該補助事業が完了した翌年度から５年間、毎年３月３１日までに次に掲

げるいずれかの書類を町長に提出しなければならない。

（１） 販売先から発行される販売証明書の写し（認定農業者・認定新規就農者の場合）

（２） 雇用主が発行した源泉徴収票の写し（専従者・雇用人の場合）

（３） 作業日誌

(４) その他町長が必要と認める書類

（交付決定の取消し等）

第１１条 町長は、補助金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当したときは、補

助金交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（１） 補助金交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。

（２） 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。

（３） 受講後に資格を取得できなかったとき。

（４） 資格取得後、やむをえない理由がある場合を除き、５年以内に町内で農業に従事しな

くなったとき。

（５） 資格取得後、正当な理由なしに平内地域病害虫防除実施協議会を退会したとき。

２ 町長は、前項の決定をしたときは、平内町農業用ドローン操縦資格取得費補助金取消通知

書（様式第９号）を補助対象者に通知するものとする。



（補助金の返還）

第１２条 町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助

金が交付されているときは、平内町農業用ドローン操縦資格取得費補助金返還命令通知書（様

式第１０号）により期限を定めて、当該補助金の返還を命じるものとする。

（その他）

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和５年３月１３日から施行する。

附 則

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。


